
　介護給付費および介護予防・日常生活支援総合事業費の過誤調整の取扱いについて

１　過誤調整の種類

　　過誤調整には「同月過誤」と「通常過誤」の２種類（方法）がありますが、一般的には通常過誤として調整を行います。

　　同月過誤は、通常過誤と異なり、その取扱いの対象が限定されます。原則として、「事業者等に対する県指導等により発生した

　特別な場合に限る」とされていますが、それ以外の場合も含めて「特別な場合」の対象については保険者で判断することになって

　います。また、同月過誤を行う場合は、保険者と事業所等間で十分調整を図る必要があります。

２　過誤申立情報の受付期間

　　　〇同月過誤　…　１８日～２５日

　　　〇通常過誤　…　　１日～１２日

３　過誤申立情報作成時の留意点

　　　ア　事業所等からの申立内容については、必ず確認してください。（被保険者の給付実績等）

　　　イ　「申立事由コード」に設定する値は英数属性４桁で構成し、コードは「様式番号」と「申立理由番号」を組み合わせて

　　　　　表します。給付実績内容と申立事由コードが合わない場合、エラーとなります。

　　　ウ　「申立理由番号０１・１１・２１・９０→台帳誤りによる過誤調整」が該当するのは、生活保護受給者における高額介護サー

　　　　　ビス費の再計算処理が必要な場合のみです。この場合、給付実績取り下げ処理は行われません。

　　　　　なお、過誤処理が行われる前に、対象被保険者の受給者台帳情報（公費負担上限額減額欄）を整備しておく必要があります。

　　　エ　給付管理票は請求明細書ではありませんので、過誤調整はできません。

　　　オ　同月過誤の申立事由は、１２請求誤りによる実績の取下げ（同月過誤）等となります。

　　　カ　「申立事由」には、（　）内に詳細理由を記載してください。



　［ 申立事由コード一覧 ］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　

様式番号 明細書様式

介護

地域密着

予防

地域密着

１０ 　第二の三 総合事業

２１ 　様式第三 介護

２４ 　様式第三の二 予防 申立理由番号

２２ 　様式第四 介護 ０１

２５ 　様式第四の二 予防 ０２

２３ 　様式第五 介護 ０９

２６ 　様式第五の二 予防 １１

３０ 　様式第六 地域密着 １２

３１ 　様式第六の二 地域密着 ２１

介護 ２９

地域密着 ４２

３３ 　様式第六の四 予防 ４９

３４ 　様式第六の五 地域密着 ５２

３５ 　様式第六の六 地域密着 ５９

３６ 　様式第六の七 地域密着 ６２

４０ 　様式第七 介護 ６９

４１ 　様式第七の二 予防 ９０

２０ 　様式第七の三 総合事業 ９９

介護 ≪　例　≫

地域密着

６０ 　様式第九　　　 介護

７０ 　様式第十　　　 介護 １ ０ ０ ２
   の４桁となります。

５０ 　様式第八　　　

 不正請求による実績の取下げ

 不正請求による実績の取下げ（同月）

 その他の事由による台帳過誤

介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用型）

特定施設入居者生活介護（短期利用型）・地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用以外）

居宅介護支援

　「様式第二の居宅サービス介護給付費明細書」について
「請求誤りによる実績の取下げ」を申し立てる場合は、

 その他の事由による実績の取下げ（同月）

１１ 　様式第二の二

１０ 　様式第二

３２ 　様式第六の三

 時効による保険者申立の取下げ

 台帳誤り修正による事業所申立の過誤調整

 請求誤りによる実績取下げ（同月過誤）

 時効による公費負担者申立の取下げ

 台帳誤り修正による公費負担者申立の過誤調整

申　立　理　由

 台帳誤り修正による保険者申立の過誤調整

 請求誤りによる実績取下げ

 適正化による保険者申立の過誤取下げ

 適正化による保険者申立の同月過誤取下げ

 適正化による公費負担者申立の同月過誤取下げ

 適正化による公費負担者申立の過誤取下げ

サービス種類

訪問介護・訪問入浴介護・訪問看護・訪問リハ・居宅療養管理指導・通所介護・通所リハ・福祉用具貸与

・定期巡回随時対応型訪問課介護看護・夜間対応型訪問介護・認知症対応型通所介護・小規模多機能型居宅介護・看護小規
模多機能型居宅介護・地域密着型通所介護

介護予防訪問介護・介護予防訪問入浴介護・介護予防訪問看護・介護予防訪問リハ・介護予防居宅療養管理指導
介護予防通所介護・介護予防通所リハ・介護予防福祉用具貸与

介護予防認知症対応型通所介護・介護予防小規模多機能型居宅介護

訪問型サービス・通所型サービス・その他の生活支援サービス

短期入所生活介護

介護予防短期入所生活介護

短期入所療養介護（介護老人保健施設）

介護予防短期入所療養介護（介護老人保健施設）

短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

介護予防短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

認知症対応型共同生活介護（短期利用以外）

介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用以外）

特定施設入居者生活介護（短期利用以外）

地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用以外）

介護予防特定施設入居者生活介護

認知症対応型共同生活介護（短期利用型）

介護予防支援

介護予防ケアマネジメント

介護老人福祉施設

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

介護老人保健施設

介護療養型医療施設



殿

令和○○年××月××日

1 1 2 0 7 7 0 0 × ×

事業者→保険者 同月過誤・通常過誤
介護給付費過誤申立依頼書（例） 令和 　　年　　月　処理

0 × × 事業所番号保険者番号 0 5 2 0 1 20 5 7 0 × ×

保険者名 ××市
事業所名 介護事業所

所在地
〒123―4567

○県××市△△△1-2-3

×

事業所番号
被 保 険 者 番 号

サービス提供年月 申立事由コード

連絡先
電話番号

下記の介護給付について、過誤申立を依頼します。 ××××－××－××××

申　立　事　由
被 保 険 者 氏 名

0 5 7 0 × 0 2 0 0 2
請求誤りによる実績の取下げ

（生活保護受給が遡って適用となったため。）
× × 平成・令和○○年××月 1

介護　太郎
1

平成・令和　　年　　月

平成・令和　　年　　月

平成・令和　　年　　月

平成・令和　　年　　月

平成・令和　　年　　月

平成・令和　　年　　月

平成・令和　　年　　月



殿

令和○○年××月××日

1 1 2 0 7 7 0 0 × ×

平成・令和　　年　　月

平成・令和　　年　　月

平成・令和　　年　　月

平成・令和　　年　　月

平成・令和　　年　　月

平成・令和　　年　　月

平成・令和　　年　　月

0 0 2
請求誤りによる実績の取下げ

（生活保護受給が遡って適用となったため。）介護　太郎
1 2 × × 平成・令和○○年××月 10 5 7 0 × 0

連絡先
電話番号

下記の介護予防・日常生活支援総合事業について、過誤申立を依頼します。 ××××－××－××××

事業所番号
被 保 険 者 番 号

サービス提供年月 申立事由コード 申　立　事　由
被 保 険 者 氏 名

保険者名 ××市
事業所名 介護事業所

所在地
〒123―4567

○県××市△△△1-2-3

× 0 1 2 × ×× 事業所番号 0 5 7 0

事業者→保険者 同月過誤・通常過誤
介護予防・日常生活支援総合事業費過誤申立依頼書（例） 令和 　　年　　月　処理

保険者番号 0 5 2 0 ×



殿

令和 　　年 　　月 　　日

事業所名                            

所在地
〒□□□―□□□□

事業者→保険者

介　護　給　付　費　過　誤　申　立　依　頼　書 令和 　　年　　月　処理

事業所番号

事業所番号
被 保 険 者 番 号

サービス提供年月 申立事由コード

連絡先
電話番号

下記の介護給付について、過誤申立を依頼します。　　　　　　　

申　立　事　由
被 保 険 者 氏 名

平成・令和　　年　　月

平成・令和　　年　　月

平成・令和　　年　　月

平成・令和　　年　　月

平成・令和　　年　　月

平成・令和　　年　　月

平成・令和　　年　　月

平成・令和　　年　　月

保険者名

同月過誤・通常過誤

         保険者番号



殿

令和 　　年 　　月 　　日

平成・令和　　年　　月

平成・令和　　年　　月

平成・令和　　年　　月

平成・令和　　年　　月

平成・令和　　年　　月

平成・令和　　年　　月

平成・令和　　年　　月

平成・令和　　年　　月

連絡先
電話番号

下記の介護予防・日常生活支援総合事業について、過誤申立を依頼します。　　　　

事業所番号
被 保 険 者 番 号

サービス提供年月 申立事由コード 申　立　事　由
被 保 険 者 氏 名

保険者名
事業所名                            

所在地
〒□□□―□□□□

         事業所番号

事業者→保険者 同月過誤・通常過誤

介護予防・日常生活支援総合事業費過誤申立依頼書 令和 　　年　　月　処理

保険者番号


